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はじめに

本書は、自治体の財政課職員に向けて、予算査定の考え方・進め方を
やさしく解説したものです。
自治体が行う事業の必要性を判断する予算査定は、直接住民生活に影
響を与えます。そのため、財政課職員には、幅広い知識と正確な判断力、
将来を見通す先見性が求められます。

はじめて財政課職員になった方は、おそらくとても不安な気持ちを抱
えていると思います。
私も財政課への人事異動が決まったときは、自分自身が一番驚き、一
番不安を感じていました。なぜなら、あくまで異動当時の私が持ってい
た主観ですが、財政課は役所の中で一、二を争うほど不人気な職場でし
た。仕事量や責任の重さなどを考えると、「自分にそんな仕事ができる
のだろうか」と思い悩む日々でした。
特別に優秀な職員でもなく、ごくごく普通の職員であった私が財政課
に異動して、はじめての査定では、どのように資料をまとめ、整理して
よいかもわからず、とても苦労した記憶があります。

その後、私は財政課に一般職員から係長までの期間在籍し、当初予算
の首脳部査定で施策が決定していく場面に同席するなど、市政の中枢を
担う部署にいたことで貴重な経験をさせてもらいました。ときに楽しく、
ときに厳しく辛い日々もありましたが、叱責されたことや残業の日々も、
時間が経てば皆、良き思い出となっています。

９年在籍した財政課から異動するにあたって、私は後輩職員に実務の
要諦を伝えるため、職場用に「査定の心得」を作成しました。
財政課に長く在籍した者として、予算査定の「品質保証」が必要だと
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考えたからです。
本書は、この「査定の心得」に記した内容をもとに、自治体の財政課
職員が知っておくべき予算査定のポイントをまとめました。財政課に異
動して、どうやって予算査定を進めるか途方に暮れている財政課ビギ
ナー向けに、基本的な予算査定のポイントなどを記載しています。
なお、本書の内容は、あくまで私が勤める自治体における実践をもと
にしたものです。
人口や面積といった規模の大小など、自治体によって違いはあります
が、住民に最も近い基礎自治体の財政課に所属し、日々悪戦苦闘してい
る皆さんにとって、本書が少しでもお役に立てば幸いです。

　2015 年 9 月

久保谷　俊幸
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▶予算要求と事務ヒアリング
財政課の職員が行う予算査定は、事業課から提出された予算要求の内
容が適正なものであるか事務的に審査するものです。予算査定では、「要
求なくして査定なし」とよくいわれます。財政課としては、事業課から
の予算要求があってはじめて予算査定の仕事が始まります。
自治体によって違いはありますが、予算査定は概ね次頁の図表のよう
な流れで行われます。
予算査定では、主に以下の３点を行います。
①要求額の積算や見積り等の疑問点を確認し、誤りがあれば修正する
②事業課からの予算要求が予算編成方針に適合しているか確認する
③事務・事業の優先度等について、事務レベルで判断材料を作成する
予算査定が適正に行われないと、財政課長や首脳部が査定する際に
誤った判断材料を提示することになり、その後の予算編成事務全体に影
響を与えてしまうことになります。
そのため、予算査定では、事業課の予算要求の内容をきちんと事務ヒ
アリングで聴取し、正確な情報を聞き取ることが重要です。
　
▶担当者としての査定案作成
事業課との事務ヒアリングを通じて、事業の内容や要求内容、趣旨な
どを把握したら、査定担当者として、担当費目の査定案を作成すること

1-5

予算査定の
基本的な流れ
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になります。
この査定案は、来年度の当該事業の事業量の程度を見込み、必要とな
る査定額を算出するものです。当然ながら、なぜこの査定額となったの
か説明する責任があります。基本的には、事業課に査定した内容を説明
し了解を得たうえで、財政課長に査定案を説明することになります。
事業課は、来年度に必要となるであろう経費を予算要求しているので、
財政課の査定担当者が提示した査定案（減額査定など）に簡単には納得
してくれません。

＜予算査定の流れ＞

事業課から予算要求

財政課長ヒアリング

首脳部ヒアリング

事務ヒアリング

財政課担当者査定

財政課長査定

部長・副首長査定

首長査定（首脳部査定）

予算案確定

……  事業課から財政課長に要求概要を説明

……  事業部局から首脳部へ要求概要を説明

……  財政課と事業課の担当者同士で 
　　  要求内容を確認

……  財政課担当者の査定案作成

……  財政課が部長・副首長へ査定案を説明

……  財政課が首長へ査定案を説明

……  財政課担当者が査定案を財政課長に説明
　　  （財政課案作成）
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▶まずは予算要求見積書を見てみる
事業課から来年度予算要求見積書を提出された段階では、財政課の査
定担当者は、事業課との事務ヒアリングをまだ行っていないため、要求
の詳細な内容はわからない状態です。
このとき、「何がわからないのか？」ということが問題です。わから
ないポイントが、ただ数値の根拠が不明なのか、要求の趣旨がわからな
いのか、そもそも事業の概要そのものがわからないのか。
この段階では、財政課の査定担当者として、「何がわからないのかを
知る」ことが大切です。

▶「その数値」って何だ？――資料の確認
予算要求見積書を見てわからない点を洗い出しても、そのままでは意
味がありません。
ここから「勉強」が始まります。つまり、「予算要求にある“その数値”は
何が根拠になっているのか」といったことを突き止めて、事業課の話を
聞く前に自分なりに査定に向けた考え方や疑問を整理しています。これ
が、プレ査定です。
なぜなら、事務ヒアリングの場で１つずつ確認していては、時間がい
くらあっても足りません。また、本来聞くべき事項も確認できなくなる
おそれがあるからです。

2-5

プレ査定で疑問点や
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“その数値” を確認するにあたっては、予算要求見積書と一緒に根拠
資料がすべて添付されていればよいのですが、漏れている場合もありま
す。
また、根拠資料が提出されていたとしても、どの資料のどこを見れば
よいかわからないなど、根拠となる “その数値” を発見するまでに時間
がかかる場合があります。
そうした場合は、事業課に資料提出を依頼するか、自分で前年度の資
料や査定資料、各種計画書等を見ながら、予算要求の数値がどの資料を
根拠としているのかを探っていきます。

▶「プレ査定」で疑問点を整理
すでに述べたとおり、事務ヒアリングを行っていない段階では、財政
課の査定担当者は、まだ事業全体や要求の趣旨を把握していません。
そこで、この段階でプレ査定を行って疑問点などを整理しておくと、
事業課に聞くべき具体的な事柄や、見直しを指摘すべき事柄などが明確
となり、より効率的な事務ヒアリングを行うことが可能になります。
タイトなスケジュールの中で効率的に査定事務を進めるためには、「急
がば回れ」という諺どおり、こうしたプレ査定が有効です。具体的には、
一度わかる範囲で簡易な査定表を作成することです。そうすることで、
問題点や疑問点が明確になります。
なお、可能であれば、プレ査定で整理した結果を事業課に示し、事務
ヒアリングまでに回答をお願いしておくと、さらに効果的です。特に減
額査定や見直し項目等については、簡単には事業課から了承してもらえ
ず、調整に時間がかかるため、早めに提示するとよいでしょう。

▶予算査定の着眼点
自治体運営においては、限られた予算の中で、自治体（首長）の目指
すべき方向を踏まえたうえで、どうやって住民からの要望などを反映さ
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せていくかが問題となります。住民からの要望などをすべて反映させる
ことは時間的・予算的・人的な面から制約（限界）があります。
そこで、事業課から予算要求のあった事業内容を精査し、事業の優先
度を決定する必要があります。まさにこれが予算査定であり、必要な資
料や情報を収集して、事業の優先度を決定することになります。
事業の優先度を決定するにあたっては、次のような点がチェックポイ
ントとなります。

①義務的経費か否か
事業が法令等に基づく義務的経費であれば、簡単に削減することはで
きません。特に生活保護費など法令等で支出が定められているものは、
自治体の判断で一方的に削減することはできません。
義務的経費は、予算を削減すると、法的な意味も含めて大きな支障が
生じてしまうため、財政課の査定で整理できるものは、見込まれている
見込み件数などに限られ、事業費としては、適正な範囲内で認めざるを
得ません。義務的経費の具体的な例としては、人件費、扶助費、公債費
などが挙げられます。

②予算編成方針と合致しているか
予算要求内容が首長の示す予算編成方針の中で重点事業となっている
か否かもポイントです。
例えば、予算編成方針において、喫緊の課題として「保育園の待機児
解消」を挙げているとすれば、他の事業費と比較して優先的な判断が必
要となってきます。とはいっても、予算編成方針にあるからといって、
無条件に関連事業費をすべて認めるわけではありません。
あくまで優先的な判断は必要ですが、「必要最小限の経費で目的を達
成できるのか」「実現性は高いのか」など、予算査定での判断が必要となっ
てきます。
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また、予算編成方針に記載がないからといって、予算計上を認めない
わけではありません。予算に制約がある中で予算全体のバランスを見な
がら、必要である経費については予算計上を行うことになります。

③住民の要望は多いのか
自治体は、住民から納税された貴重な税金を財源として行政運営を
行っているため、住民からの要望（期待）が高い事業を優先することが
必要です。
しかし、どうやってその要望を判断すればよいのでしょうか。
ただ単に、事業課から「住民からの要望や陳情が多い」といった説明
を受けただけでは、まったく説得力がありません。
例えば、住民アンケート結果（世論調査）や事業評価結果など、客観
的な数値による情報が必要です。つまり、住民からの要望に対する基準
が明確でなく、あいまいであることから、誰から見ても要望が高いとい
えるような理由を提示できるようにしなければなりません。
ただし、住民の要望が多いからといって、一部の住民等の要望であっ
ては公平ではないため、全体のバランスも考慮しながら判断することが
求められます。

④事業の財源はどうなっているのか
事業を実施するにあたって、国や都道府県からの補助金など特定財源
がどのくらい見込めるのかも大きなポイントとなります。
例えば、１億円かかる事業があった場合、事業費全額を国からの補助
金で賄える場合と、全額を自治体負担で賄う場合では財政負担は大きく
異なり、事業実施にあたっての大きな判断材料となります。
特に、いつかやらなければいけない事業などの場合、こうした補助金
等を活用して事業化する場合もあります。補助金を有効活用することは
自治体の財政負担を軽減することにもなります。


